
岩倉市国民健康保険一部負担金徴収猶予及び減免取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」

という。）第４４条第１項及び岩倉市国民健康保険条例施行規則（昭和４６年

岩倉市規則第２５号。以下「規則」という。）第１１条から第１４条までの規

定に基づく一部負担金の徴収猶予及び減免に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 重大な損害 被害を受けた資産の損害金額（保険金、損害賠償金等により

補填されるべき金額を除く。）がその資産の５０％以上である場合をいう。 

(2) 実収入月額 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護

開始時の要否判定に用いられる収入認定額をいう。 

(3) 基準生活費 生活保護法による保護の基準に基づき算出した保護開始時

の要否判定に用いられる最低生活費をいう。 

(4) 世帯 同一の住所に居住し、生計を一にしているものをいう。ただし、出

稼ぎ等で同一の住所に居住をしていない場合でも同一世帯と認定すること

が適当である場合は、これを含む。 

（一部負担金の徴収猶予） 

第３条 市長は、一部負担金の支払の義務を負う被保険者（以下「被保険者」と

いう。）が次の各号のいずれかに該当したことによりその生活が困難となった

場合において、必要があると認められるときは、当該被保険者が属する世帯の

世帯主（以下「世帯主」という。）の申請により、６月（急患等として保険医



療機関等を受診した被保険者については、資力の活用が可能となるまでの期

間として最長１年）以内の期間に限って、一部負担金の徴収を猶予することが

できるものとする。 

(1) 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により死亡し、障害者とな

り、又は資産に重大な損害を受けたとき。 

(2) 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これらに類する

理由により収入が減少したとき。 

(3) 事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著しく減少したとき。 

(4) 前３号に掲げる事由に類する事由があったとき。 

（一部負担金の減免） 

第４条 市長は、被保険者が前条各号のいずれかに該当したことによりその生

活が著しく困難となった場合において、必要があると認めるときは、世帯主の

申請により、一部負担金の減免をすることができる。この場合において、減免

を受けられる世帯は、入院療養を受ける被保険者の属する世帯であって、かつ、

当該世帯の被保険者（世帯主を含む。）の預貯金の額の合計額が基準生活費の

３月分に相当する額以下の世帯に限る。 

２ 一部負担金の減免の期間は、１月単位の更新制とし、申請のあった日の属す

る月から起算して３月以内とする。ただし、特別な理由があると市長が認めた

ときは、減免の期間を３月延長することができる。 

（減免等に関する基準） 

第５条 第３条の規定による一部負担金の徴収猶予（以下「徴収猶予」という。）

及び前条の規定による一部負担金の減免（以下「減免」という。）の基準は、

次のとおりとする。 

(1) 当該世帯の実収入月額が、基準生活費の１２０％を超え１３０％以下の



世帯については、保険医療機関等に対する支払に代えて、市が一部負担金を

直接徴収することとし、その徴収を猶予することができる。 

(2) 当該世帯の実収入月額が基準生活費の１１５．５％を超え１２０％以下

の世帯については、一部負担金の２分の１を減額する。 

(3) 当該世帯の実収入月額が基準生活費の１１５．５％以下の世帯について

は、一部負担金の全額を免除する。 

（減免等の手続） 

第６条 減免又は徴収猶予（以下「減免等」という。）の措置を受けようとする

世帯主は、国民健康保険一部負担金減免・徴収猶予申請書（規則様式第１０。

以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。この場合において、第１号に掲げる書類については、徴収猶予の

場合にのみ提出するものとする。 

(1) 誓約書（様式第１） 

(2) 家族構成・収入等申告書（様式第２） 

(3) 第３条各号のいずれかに該当していることが確認できる書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（決定のための調査等） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理した場合は、これを調査し、申請の理由が

事実と相違ないことを確認するとともに、法第１１３条の規定により、被保険

者又は世帯主に対し文書その他の物件の提出を命じ、又は質問をすることが

できる。 

２ 前項の調査において、被保険者又は世帯主が非協力的又は消極的であって、

事実についての確認が得られないときは、申請を却下することができる。 

（証明書等の交付） 



第８条 市長は、前条第１項の調査により申請の理由が事実と相違ないことを

確認したときは、被保険者に対する減免等の措置を採ることを決定し、世帯主

及び保険医療機関等に国民健康保険一部負担金減免・徴収猶予証明（通知）書

（規則様式第１１。以下「証明書」という。）を交付するものとする。この場

合において、減免等の措置を採ることを決定した期間の開始日が当該月の 

２０日を過ぎている場合は、市長は、翌月分の証明書を併せて交付することが

できる。 

２ 市長は、前条第１項の調査により申請の理由に事実と相違があることを確

認したとき、又は同条第２項の規定により申請を却下したときは、世帯主に対

し、国民健康保険一部負担金減免・徴収猶予却下決定通知書（規則様式第１２）

により通知するものとする。 

３ 減免等の措置を受けた者が保険医療機関等で療養の給付を受けようとする

ときは、証明書を被保険者証等に添えて当該保険医療機関等に提出しなけれ

ばならない。 

（減免した場合の一部負担金） 

第９条 保険医療機関等は、減免の措置を受けた被保険者が一部負担金を支払

う場合においては、法第４４条第３項において準用する法第４２条の２の規

定により、その額に５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５円以上 

１０円未満の端数があるときはこれを１０円に切り上げるものとする。 

２ 保険医療機関等は、市負担分については、証明書に記載の減免割合及び前項

の規定により請求した一部負担金の額を診療報酬明細書の一部負担金額欄に

記入して請求するものとする。この場合において、市負担分の額に１円未満の

端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（一部負担金の減免等の取消し） 



第１０条 市長は、減免等の申請に際し、証明書の交付を受けた世帯主に偽りそ

の他不当の行為があったと認めるときは、直ちにその減免等を取り消し、その

取消しまでの間に減免等により支払を免れた額を徴収するものとする。 

２ 市長は、資力の回復その他の事情の変化により証明書の交付を受けた世帯

主に減免等の措置を採る必要がなくなったと認めるときは、その減免等を取

り消すものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により減免等を取り消したときは、国民健康保険一部

負担金減免徴収猶予の全部一部取消決定通知書（規則様式第１３）により、速

やかに当該減免等を取り消した世帯主に通知するとともに、証明書を返還さ

せるものとする。この場合において、市長は、保険医療機関等に対し、その旨

を通知するものとする。 

（雑則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１２月１日から施行する。 

 （岩倉市国民健康保険一部負担金減免又は徴収猶予の取扱要綱の廃止） 

２ 岩倉市国民健康保険一部負担金減免又は徴収猶予の取扱要綱（平成１８年

４月１日施行）は、廃止する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 



 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年８月２６日から施行する。 

 


